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1 大崎恒次（2013）「日本の酒類卸流通の動態―ビールメーカーの流通系列化と取引制度を中心とし
て―」『青山学院大学（博士論文）』，5-9 頁参照。 
2 ビールの大衆化については橋本健二『居酒屋の戦後史』祥伝社新書,127-133 頁を参照されたい。 





























                                                
3 山田聡昭（2014）「外飲みの減少で変わる業務用酒類流通」『酒文化研究所 NEWS LETTER』第 14
号 2014 年 3 月 25 日，1 頁参照。 












LETTER』，第 14 号，2014 年 3 月 25 日，2 頁を基に作成。 
 
 
                                                
4 商業統計においては、卸売業は「小売業者又は他の卸売業者に商品を販売する事業者」とし、小売
業は「個人（個人経営の農林業家への販売を含む）又は家庭用消費者のために商品を販売する事業所」
を主な販売先としている 経済産業省 HP 商業統計用語の解説参照。 
5 国税庁 HP 「お酒に関する Q&A 販売免許関係」参照。 








































                                                
6 国税庁 HP 「お酒に関する Q&A 販売免許関係」参照。 
7 株式会社佐々木 代表取締役社長佐々木実氏へのインタビューより（2018 年 4 月 8 日） 
8 鈴木安昭・田村正紀（1980）『商業論』，有斐閣新書，185-211 頁参照。 
9 三村優美子（2003）「医薬品卸流通の構造とその変化」片岡一郎・嶋口充輝・三村優美子編『医薬
品流通論』，東京大学出版，65-66 頁参照。 








自由販売価格（1968 年以降）と 3 度の変更がなされているが、統制価格から基準販売価格



















                                                
10 大崎（2013），前掲書，18-22 頁参照。 
11 大崎恒次（2008）「酒類業組合の役割と酒類販売免許制」『青山社会科学紀要』，第 37 巻第 1 号，
32-55 頁参照。 


























                                                
12 大崎（2013），前掲書，75-78 頁参照。鎌田毅（1985）『酒販昭和史』酒販昭和史刊行委員会，206-
208 頁参照。 
13 三村優美子（2001）「関係性概念と価値連環流通システムの可能性」『青山経営論集』第 35 巻 第
4 号，79-80 頁参照。 
14 大崎（2013），前掲書，5-7 頁参照。 
 15大崎（2013），前掲書，79-89 参照） 









 1950 年代から 1990 年代中頃まで酒類全体の消費量は伸びている。その中でもビールの
消費量は 1950 年代後半から酒類消費量の中でトップとなり、その後も 1980 年代までの伸
び率はおおよそ拡大傾向であった。1963 年を 100 とした場合、全酒類は 273.3、清酒は 125.5
であり、ビールは 373.8 と酒類全体の消費量を牽引していたことがわかる。 
 
図表 2：全酒類、清酒とビールの消費量推移と全酒類に占める 





図表 2 をみると、酒類全体に占めるビールの割合は、1960 年以降高まっていき、1963 年
に 51.9％だったが、1989 年には 71.0％となっている。一方酒類全体に占める清酒の割合は
                                                
16 業務用酒類流通を考察した研究として池田（2008）、二宮（2016）などがあるが、いずれも戦後の
業務用酒類卸流通に関しての検討は断片的といえる。 
－ 8 － 










 図表 3 によると、1960 年代から 1970 年代中頃にかけて、料飲店の中でもバー・キャバ
レー・ナイトクラブや酒場・ビヤホールといった業務用市場の成長が伺える17。店舗数をみ
ると、バー・キャバレー・ナイトクラブは、1960 年には 23,289 店舗あったが、1976 年に
は 3.3 倍以上の 78,169 店舗となっている。一方、酒場・ビヤホールは 1960 年には 41,918
店舗あったが、1976 年には 2 倍近くの 81,258 店舗となっている。また、それぞれの 1 店
舗当たりの年間販売額を見ると、バー・キャバレー・ナイトクラブは 1960 年には 233.6 万
                                                
17 バ ・ーキャバレ ・ーナイトクラブの 1960 年から 1966 年までの数値は、バーとサロン、キャバレー、























－ 9 － 
円であったが、1976 年には 6 倍以上の 1,499.4 万円となっている。酒場・ビヤホールは 1960








 さらに 1970 年代後半から 1990 年代までの業務用市場の規模をみてみると、その後も成
長を続けている。図表４をみると、1975 年時点で居酒屋・ビヤホール等の市場規模は 4,035
億円であったが、1990 年には 1 兆 3,069 億円となり、3.2 倍以上となっている。また、バー・
キャバレー・ナイトクラブも 1975 年時点では 1 兆 267 億円であったが、1990 年には 3 兆
1.940 億円と 2.9 倍以上に増加している。 






                                                
18 株式会社佐々木 代表取締役社長佐々木実氏へのインタビュ （ー2018 年 4 月 8 日）、株式会社カク
ヤス 相談役佐藤安文氏へのインタビュー（2017 年 6 月 29 日）、全国酒類業務用卸連合会会長・株
式会社榎本 代表取締役社長榎本一二氏へのインタビュー（2016 年 7 月 7 日） 
－ 10 － 
3.2 戦後の酒類卸流通における付款撤廃の意義19 
 戦後の酒類卸流通において、公的流通制度の緩和による卸の分化過程への影響として

























                                                
19 本節の付款撤廃の考え方については佐藤精（1971）「酒類販売業免許の一本化について」『醸協』，
第 66 巻第８号，746-749 頁に依拠する。 
20 鎌田（1985），前掲書，277-279 頁参照。 
－ 11 － 
全酒類卸は 585 件、ビール卸 45 件、洋酒卸 19 件、メーカーの支店 80 件と合計 728 件で






















 その後も東京の小売酒販組合の動きを中心にみていくと、1962 年 1 月に東京親酉会を東
京業務用酒類販売組合に改称し、1965 年 4 月には東京都酒類正常取引協議会を東京酒類市
                                                
21 鎌田（1985），前掲書，358 頁参照。 
22 これは「京都方式」と呼ばれている。鎌田（1985），前掲書，358 頁参照。 




－ 12 － 
場安定協議会に改称、同年 9 月には業務用市場安定促進大会を開き、値締めを決議してい
る。さらに、1967 年には東京酒類業務用組合を解散させ、同年 11 月に東京小売組合が業





















ポロビールでは東京において年間 1 万函以上の販売実績を挙げた業務用酒販店が 99 店
あったことから、百店会という組織を発足させ、得意先である業務用酒販店との関係を構
                                                
25 東京酒類業務用卸同志会（1986）『いま、酒類業務用卸とは？』東京酒類業務用卸同志会，1-6 頁
参照。 
26 株式会社佐々木 代表取締役社長佐々木実氏へのインタビュー（2016 年 12 月 13 日、2018 年 4 月
8 日）、株式会社カクヤス 相談役佐藤安文氏へのインタビュー（2017 年 6 月 29 日）、全国酒類業務
用卸連合会会長・株式会社榎本 代表取締役社長榎本一二氏へのインタビュー（2016 年 7 月 7 日） 
－ 13 － 




















店、生樽特約店を通して、ビールメーカーは 1960 年代から 1980 年代にかけてビールメー
カー主導の流通システムを構築していったといえる。 
 
                                                




式会社佐々木 代表取締役社長佐々木実氏へのインタビュ （ー2018 年 4 月 8 日）、サッポロビール元
専務執行役員伊藤元夫氏からのヒアリング（2017 年 7 月 28 日）、国分西日本株式会社 執行役員近
畿本部近畿支社長兼大阪支店長篠倉猛氏へのインタビュー（2017 年 1 月 13 日） 
29 三菱食品株式会社 酒類事業本部オフィス室長掛川卓哉氏へのインタビュー（2017 年 2 月 9 日） 
30 株式会社佐々木 代表取締役社長佐々木実氏へのインタビュ （ー2018 年 4 月 8 日）、株式会社カク
ヤス 相談役佐藤安文氏へのインタビュー（2017 年 6 月 29 日） 





























－ 15 － 
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